
４ 農業負債整理関係資金 令和６年６月版

１ 制度の概要（平成13年度創設）

経営意欲と能力を有しながら，経済環境の変化等により，負債の償還が困難と

なっている農業者に対して，個々の経営の実情に応じて行う，負債整理のための

資金について，内容を整理し，融資手続を示したもの。この制度に規定される農

業経営負担軽減支援資金，経営体育成強化資金の２資金を，特に農業負債整理関

係資金という。

この資金の借入については，農業負債整理関係資金基本要綱（６参照。以下こ

の章において「要綱」という。）において，事務の流れや各機関の役割等を定め

ている。

２ 事務の流れについて

要綱に基づく事務処理手続は，おおむね2-4-3ページの「負債整理関係資金の

事務処理手続」によるものとする。

３ 各機関の役割

（１） 窓口機関・融資機関

ア 借入相談への対応

農業経営改善関係資金と異なり，窓口機関についての規定はないが，

農業者からの相談を受けた機関は，関係機関と協議し，適切な融資機関

を選定の上，受領書類等を送付する。

イ 同意書の署名等について

窓口機関・融資機関は，書類の受理に当たり，借入希望者に対し，当

該書類を関係機関に送付することがある旨について，同意を求め，同意

書（要綱別紙２の裏面）の確認欄に記名を求めること。

ウ 計画の審査

融資機関は，経営改善計画書（要綱別紙１）及び借入申込書（要綱別

紙２）について，農業者の経営能力及びそれを反映する経営状況を基に，

要綱別紙３の融資審査の考え方を参考として，経営改善計画の妥当性な

どについて責任を持って判断する。

エ 経営診断

融資機関は，ウの判断に際して，農業者の既往負債の融資機関と，償

還条件の緩和をどの程度行うことができるかを含めて協議するとともに，

農業者の経営能力等に関して市町村特別融資制度推進会議等の場を活用

し，関係機関に意見を聴くものとする。

オ 融資実行後のサポート

融資機関は，融資を実行する場合には，借入者ごとに担当者を決め，

借入者の経営改善が着実に行われるように配慮する。また，経営改善計

画が達成されるよう，必要に応じて関係機関に借入者に対する指導等の

協力を求める。

（２） 県地域振興局等・市町村

融資後も，経営改善計画が達成されるよう，必要に応じて借入希望者に

対し指導を行う。
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（３） 経営診断機関

（１）のエにより意見を求められた市町村特別融資制度推進会議（設置

されていない市町村においては市町村金融運営協議会）は，経営診断を行

い，要綱別紙１により回答する。

４ 留意事項

（１） 負債農家の経営改善計画については関係機関による慎重な検討及び協力

体制が必須であることから，市町村特別融資制度推進会議が行う経営診断

については，融資額に関わらず，融資機関への委任とせず，会議方式で開

催することを基本とする。

（２） 融資機関は，経営能力等からみて，経営改善計画の達成可能性・融資返

済の可能性に疑問がある場合には，農業者に対し，１年間県地域振興局等

普及担当部署等の指導を受けて経営能力の向上に努めるように求め，１年

後に再度判断を行うものとする。この間，関係機関の合意が得られれば，

償還条件の緩和を行うものとする。

（３） 借入者は，経営改善計画が達成されるまでの間，毎年，要綱別紙４によ

り，経営状況を融資機関に報告する。

（４） 融資機関及びその他関係機関（機関の役職員を含む。）は，個人情報の

保護に関する法律（平成15年法律第57号）その他の法令の個人情報の保護

に関する規定を遵守するとともに，本要綱対象資金に係る経営改善計画書

等の個人情報について，厳正に取り扱うものとする。特に，借入希望者の

個人情報を含む情報を他に提供するものとされた手続については，借入希

望者の同意を得た範囲内において行うものとする。

2-4-2



５ 負債整理関係資金の事務処理手続

・融資機関 相 談

・県 借 入 希 望 者
・市町村

等 助言指導

経 借 ※
営 受 委債
改 申 託務
善 込 申保 融
計 書 込証 資
画 書 決
書 定

の
可
否

（窓口機関）

送付

協 議
既往負債の融資機関

必要に応じ，

（経営診断実施機関） 経営能力等に関し 融 資 機 関
意見を聴く

市町村特別融資制度推進会議 （農業経営負担軽減支援資金
（同会議が設置されていな ：農協・銀行等
いところは，市町村農業金 経営体育成強化資金
融運営協議会） 経営改善計画総括表 ：公庫 ）

［構成機関］ （経 営 診 断）

・市町村
・農業委員会 回 答
・融資機関
・県地域振興局等

等

農 承 利 承 利
業 認 子 認 子

注） 支経 申 補 通 補
※は，基金協会の債務保証を申し込む場合 援営 請 給 知 給

資負
金担
の軽 県農業経済課
場減 (地域振興局等経由)
合
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６　農業負債整理関係資金基本要綱
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